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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第23期 

第１四半期 
累計期間 

第24期 
第１四半期 
累計期間 

第23期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （千円） 755,953 752,003 3,005,292 

経常利益 （千円） 130,415 85,754 497,798 

四半期（当期）純利益 （千円） 77,575 52,174 295,138 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 783,200 783,200 783,200 

発行済株式総数 （株） 41,308 4,130,800 4,130,800 

純資産額 （千円） 5,527,695 5,566,107 5,629,595 

総資産額 （千円） 6,100,209 6,135,454 6,213,519 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 18.78 12.63 71.45 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 56.00 

自己資本比率 （％） 90.6 90.7 90.6 

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の

推移については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行いましたが、前事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しておりま

す。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。なお、当社は子会

社及び関連会社を一切有しておりません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

 当社はXNETサービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の業績は示しておりません。

  ①経営成績の分析

  （売上高）

 平成27年３月期第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）は、中核商品である

「XNETサービス」の売上高が743百万円（前年同期比1.3％減）となり、機器販売等を含めた売上高は752百万円

（前年同期比0.5％減）となりました。 

 「XNETサービス」の売上高につきましては、当社の主要顧客である機関投資家業界のシステム投資コスト抑

制、新商品展開の不足などを要因として、前期比微減となりました。 

 「XNETサービス」売上高は平成25年３月期より前期比減収が続いております。しかしながら、新規顧客の獲

得、新サービス（AMO,BPO）の提供などにより、平成26年３月期第４四半期会計期間（平成26年１月から平成26

年３月まで）の売上高と比較すると、当第１四半期は増収に転じており（同期間の「XNETサービス」売上738百

万円に対して0.6％増収）、地域金融機関への営業強化戦略も少しずつ結実しつつあるため、当期においては増

収を達成できるものと見込んでおります。 

 機器販売等の売上高は８百万円（前年同期比222.2％増）となりました。 

 売上高の内訳は以下の通りです。

 
平成26年３月期 
第１四半期

 平成27年３月期 
第１四半期

品目
金額 

（百万円）
構成比 
（％）

金額 
（百万円）

構成比 
（％）

 XNETサービス 753 99.6 743 98.8

 機器販売等 2 0.4 8 1.2

 合計 755 100.0 752 100.0

 

 （営業利益、経常利益、四半期純利益）

 当第１四半期累計期間においては、売上原価の増加により、営業利益79百万円（前年同期比30.0％減）、経常

利益85百万円（前年同期比34.2％減）と減益となりました。売上原価の増加は、新規サービス開始のための開発

コスト増、将来の原価抑制のために導入した検収体制の一時的なコスト増等を要因としています。 

 四半期純利益については、52百万円（前年同期比32.7％減）となりました。

 

  ②財政状態について

 当第１四半期会計期間末の総資産は、主に現金及び預金の減少により前期末比78百万円減の6,135百万円となり

ました。負債につきましては、主に未払法人税等の流動負債の減少により前期末比14百万円減の569百万円となり

ました。純資産は、四半期純利益は52百万円となりましたが、剰余金の配当115百万円により前期末比63百万円減

の5,566百万円となり、自己資本比率は90.7％（前期末90.6％）となりました。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

   当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

   該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,476,800

計 16,476,800

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,130,800 4,130,800
東京証券取引所

第一部

単元株式数

100株

計 4,130,800 4,130,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年４月1日～ 

平成26年６月30日
－ 4,130,800 － 783,200 － 1,461,260

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他）  －  － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 4,130,300 41,303

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式  普通株式       500 － －

発行済株式総数 4,130,800 － －

総株主の議決権 － 41,303 －

 

②【自己株式等】

     該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,226,843 996,158 

売掛金 104,775 133,057 

仕掛品 9,660 21,412 

前払費用 15,553 15,104 

繰延税金資産 33,190 6,070 

関係会社預け金 1,957,168 1,961,607 

その他 9,394 10,499 

貸倒引当金 △136 △172 

流動資産合計 3,356,448 3,143,736 

固定資産    

有形固定資産    

建物 25,921 25,921 

減価償却累計額 △16,186 △16,597 

建物（純額） 9,734 9,323 

工具、器具及び備品 146,671 146,910 

減価償却累計額 △133,690 △135,039 

工具、器具及び備品（純額） 12,980 11,871 

有形固定資産合計 22,715 21,195 

無形固定資産    

ソフトウエア 581,639 597,648 

ソフトウエア仮勘定 359,544 378,356 

電話加入権 993 993 

無形固定資産合計 942,176 976,998 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,634,916 1,736,523 

敷金及び保証金 150,532 150,532 

繰延税金資産 106,730 106,470 

破産更生債権等 7,275 7,275 

貸倒引当金 △7,275 △7,275 

投資その他の資産合計 1,892,178 1,993,525 

固定資産合計 2,857,070 2,991,718 

資産合計 6,213,519 6,135,454 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 552 6,909 

未払金 122,736 132,729 

未払費用 28,557 44,897 

未払法人税等 85,009 6,858 

未払消費税等 6,466 35,560 

前受金 630 - 

預り金 12,866 66,700 

賞与引当金 67,826 12,647 

役員賞与引当金 - 4,545 

その他 167 175 

流動負債合計 324,811 311,024 

固定負債    

退職給付引当金 257,077 256,277 

資産除去債務 2,034 2,045 

固定負債合計 259,112 258,323 

負債合計 583,923 569,347 

純資産の部    

株主資本    

資本金 783,200 783,200 

資本剰余金    

資本準備金 1,461,260 1,461,260 

資本剰余金合計 1,461,260 1,461,260 

利益剰余金    

利益準備金 17,397 17,397 

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 3,367,738 3,304,249 

利益剰余金合計 3,385,135 3,321,647 

株主資本合計 5,629,595 5,566,107 

純資産合計 5,629,595 5,566,107 

負債純資産合計 6,213,519 6,135,454 
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高    

役務収益 753,171 743,039 

商品売上高 2,782 8,964 

売上高合計 755,953 752,003 

売上原価    

役務原価 545,914 571,530 

商品売上原価    

商品期首たな卸高 73 - 

当期商品仕入高 2,680 8,437 

合計 2,754 8,437 

商品期末たな卸高 1,239 - 

商品売上原価 1,515 8,437 

売上原価合計 547,429 579,968 

売上総利益 208,523 172,035 

販売費及び一般管理費    

業務委託費 8,143 7,870 

給料及び手当 49,207 49,427 

賞与引当金繰入額 508 458 

役員賞与引当金繰入額 5,375 4,210 

退職給付費用 2,402 2,842 

法定福利費 2,021 1,943 

賃借料 2,979 2,979 

支払手数料 15,162 13,798 

貸倒引当金繰入額 △53 36 

その他 8,575 8,533 

販売費及び一般管理費合計 94,322 92,099 

営業利益 114,200 79,936 

営業外収益    

受取利息 1,864 1,766 

有価証券利息 4,718 4,046 

違約金収入 9,601 - 

雑収入 30 5 

営業外収益合計 16,215 5,818 

経常利益 130,415 85,754 

税引前四半期純利益 130,415 85,754 

法人税、住民税及び事業税 21,100 6,200 

法人税等調整額 31,740 27,380 

法人税等合計 52,840 33,580 

四半期純利益 77,575 52,174 
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 
 

前第１四半期累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費          49,553 千円          55,005 千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 115,662 2,800 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 115,662 28 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

（注）平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成26年

４月１日 至平成26年６月30日）

 当社は、XNETサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 18円78銭 12円63銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 77,575 52,174

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 77,575 52,174

普通株式の期中平均株式数（株） 4,130,800 4,130,800

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。

  前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月14日

株式会社エックスネット 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
 指定有限責任社員
 業務執行社員

   公認会計士  森本 泰行    印 

 

 
 指定有限責任社員
 業務執行社員

   公認会計士  矢嶋 泰久    印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エック

スネットの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第24期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年４月１日から

平成26年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エックスネットの平成26年６月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

  ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年８月14日

【会社名】 株式会社エックスネット

【英訳名】 XNET Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  茂谷 武彦

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都新宿区荒木町13番地４

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 

 

 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長茂谷武彦は、当社の第24期第１四半期（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


